
別紙様式２号

１．推進事業(産地競争力の強化及び経営力の強化）

栃木県
平成２７年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

事業費　　489,018,277　円（うち交付金　410,852,284　円） 都道府県名
事業実施年度

【放射性物質の吸収抑制対策（水稲・大豆・そば）】
　栃木県では、福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の拡散により、農産物への放射性物質の移行が懸念されている。平成23年の放射性セシウムモニタリング検査で、米はND～51Bq/kg、大豆はND～
77Bq/kg、平成24年の検査では、米はND～65Bq/kg、大豆はND～45Bq/kg、そばはND～78Bq/kg、平成25年の検査では、米はND～53Bq/kg、大豆はND～49Bq/kg、そばはND～35Bq/kg、平成26年の検査では、米はND～
35Bq/kg、大豆はND～16Bq/kg、そばはND～14Bq/kgが検出され、今後も、県産米や大豆、そばの出荷停止・風評被害等を未然に防ぐ必要があり、被災前と同程度の出荷量を確保するための対策が課題である。

【放射性物質の吸収抑制対策（牧草地）】【公共牧場再生利用推進事業】【家畜改良体制再構築支援】
　東京電力福島第一原子力発電所の事故により、栃木県においても県北部を中心に農地が放射性物質に汚染されたことから、特に永年生牧草地では、放射性物質が地表のルートマット（牧草の根が張る部分）やリ
ター（枯葉等の残さ物）層に偏在しており、耕起されないため土壌に吸着されずに、牧草に吸収されやすい状況にある。
　こうした中、平成24年産の永年生牧草のモニタリング検査の結果、県内の一部の市町で牛用飼料中の放射性セシウムの暫定許容値である100Bq/kgを超えた牧草が確認されたことから、牧草地の利用を自粛し放射
性物質の吸収抑制対策を進めているところであるが、一部の牧草地においては、急傾斜や石礫の影響等により未だに対策が実施されておらず、平成27年度においても引き続き利用自粛を継続している状況にあると
ともに、除染を実施した牧草地においても、放射性セシウム濃度が依然高い牧草地や加里の流亡により土壌中の加里濃度を維持できない状況となっている。また、個々の畜産農家にあっても、県産牛の出荷制限及
び牧草等の利用自粛が現在も継続しており、汚染牧草の保管の負担が増加し経営の先行きが見通せないことから、飼養規模の縮小や経営の中止等が続いている。
　このため、これら牧草地の放射性物質の吸収抑制対策を進め、早急に牧草生産基盤を回復させること、優良な種畜導入や後継牛を確保し、和牛繁殖基盤の回復を図ることが重要となっている。

【放射性物質の吸収抑制対策】
　本対策については、土壌中の放射性セシウムの米や大豆、そばへの移行を抑制する効果が公的研究機関等（農林水産省、農研機構等）から示されていることから、水稲、大豆、そばを対象として放射性物質の吸
収抑制対策を実施する。
  なお、水稲については、汚染状況重点調査地域に指定された８市町（日光市、鹿沼市、矢板市、塩谷町、大田原市、那須塩原市、那須町、佐野市）の一部、大豆については、汚染状況重点調査地域に指定された
８市町の一部に加え、過去のモニタリング調査で放射性セシウム濃度が30Bq/kgを超えた市町（宇都宮市、さくら市、高根沢町）、そばについては、汚染状況重点調査地域に指定された８市町の一部に加え、過去
のモニタリング調査で放射性セシウム濃度が50Bq/kgを超えた市町（宇都宮市、さくら市、高根沢町）を対象とする。
　・水稲：日光市、矢板市、塩谷町、大田原市、那須塩原市、那須町
　・大豆：宇都宮市、日光市、矢板市、塩谷町、さくら市、高根沢町、大田原市、那須塩原市、那須町
　・そば：宇都宮市、日光市、矢板市、塩谷町、さくら市、高根沢町、大田原市、那須塩原市、那須町

【放射性物質の吸収抑制対策（牧草地）】
　平成27年度に利用自粛となっている公共牧場等において、放射性物質の吸収抑制対策として低吸収品目・品種（県奨励品種）への転換及び加里質肥料の施用を実施することで、牧草の放射性セシウム濃度を低減
させ、該当牧場の牧草生産基盤を回復させる。
【公共牧場再生利用推進事業】
　急傾斜地等に立地し、通常の吸収抑制対策が困難な公共牧場の牧草地において、吸収抑制対策の検討を行い効果的な工法を確立することにより、当該公共牧場の牧草生産基盤を回復させる。
【家畜改良体制再構築支援】
　和牛繁殖基盤の回復を図るため、高能力な種畜の導入と高能力種畜の受精卵導入を行う。導入牛については、育種価及び総合指数等の評価、血統等を考慮し適切な交配を行うことにより、生産能力に富んだ後継
牛を計画的に生産し、優良個体の地域内保留を促進して、生産基盤強化を図る。



都道府県における目標関係

計画時 実施後 目標 達成率
放射性物質の吸収
抑制（水稲・大
豆・そば）

　本交付金を活用し、吸収抑制対
策の実施により放射性セシウム濃
度を100Bq/kg以下に低減させる技
術体系を確立させる。また、生産
活動を持続するための吸収抑制対
策を実施することにより、平成27
年産米、大豆及びそばの放射性セ
シウム検査において県全体で基準
値100Bq/kgを超えないようにす
る。

・平成23産の放射性ｾｼｳﾑﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査
　米：ND～51Bq/kg
　大豆：ND～77Bq/kg
・平成24産の放射性ｾｼｳﾑﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査
　米：ND～65Bq/kg
　大豆：ND～45Bq/kg
　そば：ND～78Bq/kg
・平成25産の放射性ｾｼｳﾑﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査
　米：ND～53Bq/kg
　大豆：ND～49Bq/kg
　そば：ND～35Bq/kg
・平成26年産の放射性ｾｼｳﾑﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査
　米：：ND～35Bq/kg
　大豆：ND～16Bq/kg
　そば：ND～14Bq/kg
・事業対象地域の土壌中放射性物質濃度
　3,400Bq/kg～ND
・放射性物質吸収抑制対策を実施する実施主
体の水稲、大豆、そばの出荷量（平成26年）
　米  ： 85,293ｔ
　大豆： 1,976ｔ
  そば：　 433ｔ
・前年のモニタリング検査等で放射性セシウ
ムが検出されなかった市町の水稲、大豆及び
そばについては、吸収抑制対策未実施ほ場を
設置し効果検証を行う。

取組を行った水稲、大豆、そばについては、
基準値を超えることなく、被災前と同様に出
荷・販売が行われた。

・取組を行うことで、被災前と同様に出
荷・販売等を行う。
・放射性物質吸収抑制対策を実施する水
稲・大豆・そばの出荷量

　米  ：85,293ｔ
　大豆： 1,976t
  そば：　 433ｔ

95.0%

水稲
99.4%
大豆

100.1%
そば

81.2%

放射性物質の吸収
抑制対策（牧草
地）

吸収抑制対策を実施することによ
り、牧草の放射性セシウム濃度を
低減させ,当該公共牧場等の牧草
生産基盤を回復させる。

震災時の放射性物質の飛散により、当該公共
牧場等において暫定許容値を超える放射性セ
シウムが検出されたことから、牧草地が利用
自粛となっている。

事業実施により、計画面積の99.3％で牧草の
放射性セシウム濃度が暫定許容値を下回り、
利用可能となった。

吸収抑制対策により、牧草の放射性セシウ
ム濃度を100Bq/kg以下に低減し、牧草の利
用自粛が解除され、当該公共牧場等におけ
る牧草生産基盤が回復する。

99.3%

家畜改良体制再構
築支援

高能力種畜導入、高能力受精卵移
植等により、家畜改良体制が震災
前に比べ同程度に復旧すること。

牛の出荷制限及び牧草の利用自粛等により経
営が厳しくなったことから、肉専用繁殖雌牛
の更新が滞り、地域の改良体制が弱体化して
いる。

事業実施により震災前と同程度に家畜改良体
制を整備することができた。

高能力種畜導入、高能力受精卵移植等によ
り、28年度において、被災以前と同程度以
上の肉専用繁殖雌牛の頭数を確保し、生産
基盤の回復を図る。

94.5%

公共牧場再生利用
推進事業

急傾斜地等に立地する公共牧場に
おいて吸収抑制方法を確立するこ
とにより、牧草の放射性セシウム
濃度を低減させ,当該公共牧場の
牧草生産基盤を回復させる。

震災時の放射性物質の飛散により、当該公共
牧場において暫定許容値を超える放射性セシ
ウムが検出されたことから、牧草地が利用自
粛となっているが急傾斜地等に立地するた
め、吸収抑制対策が実施されていない。

事業実施により、計画する全面積において牧
草の放射性セシウム濃度が暫定許容値を下回
り、利用可能となった。

急傾斜地において吸収抑制の取組を実施す
ることにより、牧草の放射性セシウム濃度
を100Bq/kg以下に低減し、牧草の利用自粛
が解除され、当該公共牧場における牧草生
産基盤が回復する。

100.0%

事業実施地区数

35

成果目標
事業実施後の状況

成果目標の具体的な実績

総合所見

　水稲、大豆及びそばについては、放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したことにより、基準値である100Bq/kgを
超えることなく、生産された米、大豆及びそばは全量出
荷、販売することができた。
　以上のことから、十分効果が発揮されたと考えてい
る。

目標値
牧草地利用面積　200.74ha
放射性セシウム濃度　100Bq/㎏以下

実績値
事業実施面積　200.79ha
うち牧草地利用可能面積　199.31ha
放射性セシウム濃度　ND～66.7Bq/㎏

目標値　9,723頭

実績値　9,188頭

目標値
牧草地利用面積　5.44ha
放射性セシウム濃度　100Bq/㎏以下

実績値
牧草地利用可能面積　5.44ha
放射性セシウム濃度　62～98Bq/㎏

放射性物質の吸収抑制対策（水稲・大豆・そば）は計画どおりに実施され、目標がおおむね達成されたものと認められる。
放射性物質の吸収抑制対策（牧草地）は、加里質肥料の施肥及び低吸収品目・品種等への転換が、計画どおりに実施され、目標がおおむね達成されたものと認められる。
家畜改良体制再構築支援については、高能力種畜の導入が計画どおりに実施され、震災前と同程度に頭数を回復することが出来、目標がおおむね達成されたものと認められる。
公共牧場再生利用推進は、計画どおりに実施され、牧草中の放射性セシウム濃度を低減させることができ、目標が達成されたものと認められる。

備考

取組名



（別紙様式２号　別添）

都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

計画策定時

交付金 都道府県費
市町村
費

その他

大豆
295ｔ

大豆
301ｔ

塩化加里（27kg）
48,340kg

大豆
295ｔ

塩化加里（27kg）
48,340kg

そば
60ｔ

そば
27.2ｔ

塩化加里（28kg）
16,020kg

そば
60ｔ

塩化加里（28kg）
16,020kg

放射性物
質の吸収
抑制対策

ＪＡかみつが
日光農産物
受検組合長
連絡協議会

水稲
12,066.8ｔ

水稲
11,424ｔ

塩化加里(14kg)
293,580kg
塩化加里(17kg)
100kg
塩化加里(28kg)
71,940kg

水稲
12,066.8ｔ

塩化加里(14kg)
293,580kg
塩化加里(17kg)
100kg
塩化加里(28kg)
71,940kg

33,637,040 33,637,040 0 0 0 94.7%

水稲へのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。

放射性物
質の吸収
抑制対策

ＪＡかみつが
日光大豆部
会

大豆
225ｔ

大豆
190ｔ

塩化加里(27kg)
22,800kg
硫酸加里(61kg)
17,080kg

大豆
225ｔ

塩化加里(27kg)
22,800kg
硫酸加里(61kg)
17,080kg

4,591,280 4,591,280 0 0 0 84.4%

大豆へのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。
生育中の雨の影響に
より生産量が減少し
た。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。
なお、大豆の生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

放射性物
質の吸収
抑制対策

今市北部地
区放射性物
質対策推進
協議会

水稲
76ｔ

水稲
74ｔ

塩化加里(14kg)
1,560kg
塩化加里(28kg)
1,060kg

水稲
76ｔ

塩化加里(14kg)
1,560kg
塩化加里(28kg)
1,060kg

370,730 370,730 0 0 0 97.4%

水稲へのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。

放射性物
質の吸収
抑制対策

今市西部地
区放射性物
質対策推進
協議会

水稲
78ｔ

水稲
74ｔ

塩化加里(14kg)
2,160kg

水稲
78ｔ

塩化加里(14kg)
2,160kg

254,232 254,232 0 0 0 94.9%

水稲へのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。

水稲
64ｔ

水稲
59ｔ

塩化加里(14kg)
440kg
塩化加里(28kg)
2,500kg

水稲
64ｔ

塩化加里(14kg)
440kg
塩化加里(28kg)
2,500kg

そば
6ｔ

そば
5ｔ

塩化加里(36kg)
2,940kg

そば
6ｔ

塩化加里(36kg)
2,940kg

放射性物
質の吸収
抑制対策

上都賀地区
施肥研究会

水稲
241ｔ

水稲
226ｔ

塩化加里(14kg)
6,020kg
塩化加里(28kg)
700kg

水稲
241ｔ

塩化加里(14kg)
6,020kg
塩化加里(28kg)
700kg

635,040 635,040 0 0 0 93.8%

水稲へのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。

都道府県による点
検評価結果（所

見）

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

0

73.7%

大豆
102.0％

そば
45.3％

カリの施用により、放
射性セシウムの基準
値を越えなかったた
め、被災前と同様に
安全・安心な農産物
の全量出荷販売が可
能となった。
なお、そばは、8月の
播種後の降雨に伴う
発芽不良や生育不良
により、生産量が減少
した。

事業実施後（目標年度） 目標（平成２８年度）

事業費
（円）

負担区分（円） 目標達成
状況

Ｂ／Ａ×
100

（％）

事業主体等による
評価結果

放射性物
質の吸収
抑制対策

宇都宮農協
耕種受検組
合

6,632,600 6,632,600 0 0

被災前
２２年度

実績値
B

事業実績
目標値

A
具体的な事業内
容（計画）

取組名
事業実施主

体名

放射性物
質の吸収
抑制対策

日光農業研
究会

784,392 784,392 0 0 0

87.8%

水稲
92.2%
そば
83.3%

水稲・そばへのカリ質
肥料の適正な施用に
より、土壌中の放射性
物質の吸収が抑制さ
れ被災前と同様に出
荷・販売を行うことが
できた。
なお、そばは、生育中
の雨の影響により生
産量が減少した。



放射性物
質の吸収
抑制対策

日光地区放
射性物質対
策推進協議
会

そば
122ｔ

そば
120ｔ

塩化加里(36kg)
78,100kg

そば
122ｔ

塩化加里(36kg)
78,100kg

7,185,200 7,185,200 0 0 0 98.4%

そばへのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。

放射性物
質の吸収
抑制対策

長畑農産物
生産組合

そば
14ｔ

そば
12ｔ

塩化加里(36kg)
8,080kg

そば
14ｔ

塩化加里(36kg)
8,080kg

951,016 951,016 0 0 0 85.7%

そばへのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。
生育中の雨の影響に
より生産量が減少し
た。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

放射性物
質の吸収
抑制対策

日光・鹿沼
地区施肥低
減研究会

水稲
615ｔ

水稲
570ｔ

塩化加里(14kg)
13,900kg
塩化加里(28kg)
5,060kg

水稲
615ｔ

塩化加里(14kg)
13,900kg
塩化加里(28kg)
5,060kg

2,355,780 2,355,780 0 0 0 92.7%

水稲へのカリ質肥料
の適正な施用により、
土壌中の放射性物質
の吸収が抑制され被
災前と同様に出荷・販
売を行うことができ
た。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。

水稲
14,178t

水稲
14,738t

塩化加里(14kg)
373,960kg

水稲
14,178t

塩化加里(14kg)
373,960kg

大豆
646t

大豆
618t

塩化加里(27kg)
96,580kg

大豆
646t

塩化加里(27kg)
96,580kg

そば
91t

そば
80t

塩化加里(28kg)
28,220kg

そば
91t

塩化加里(28kg)
28,220kg

水稲
41,888.9t

水稲
42,663t

塩化加里(14kg)
925,360kg
塩化加里(28kg)
219,760kg

水稲
41,888.9t

塩化加里(14kg)
928,420kg
塩化加里(28kg)
220,080kg

大豆
673.3t

大豆
679t

塩化加里(27kg)
33,580kg
硫酸加里(61kg)
147,880kg

大豆
673.3t

塩化加里(27kg)
33,580kg
硫酸加里(61kg)
148,840kg

そば
111.6t

そば
78.87t

塩化加里(28kg)
43,160kg

そば
111.6t

塩化加里(28kg)
43,420kg

放射性物
質の吸収
抑制対策

県北地区開
拓農産物受
検組合

水稲
280.1t

水稲
290t

塩化加里(14kg)
4,020kg
塩化加里(28kg)
5,880kg

水稲
280.1t

塩化加里(14kg)
4,120kg
塩化加里(28kg)
5,880kg

935,550 935,550 0 0 0 103.5%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

水稲
2,444t

水稲
2,482t

塩化加里(14kg)
59,980kg

水稲
2,444t

塩化加里(14kg)
60,600kg

大豆
23.4t

大豆
24t

硫酸加里(61kg)
7,820kg

大豆
23.4t

硫酸加里(61kg)
7,820kg

そば
0.9t

そば
0.70t

塩化加里(28kg)
360kg

そば
0.9t

塩化加里(28kg)
360kg

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

放射性物
質の吸収
抑制対策

塩野谷農業
協同組合

44,186,038 40,912,998 0 0 3,273,040

95.8%

水稲
103.9%
大豆
95.7%
そば
87.9%

カリ肥料による吸収抑
制対策を講じたため、
基準値を超過すること
なく、出荷対応するこ
とができた。
なお、そばは生育中
の降雨に伴う湿害被
害により、生産量が減
少した。

放射性物
質の吸収
抑制対策

那須野農業
協同組合農
産物受検組
合

143,871,770 143,871,770 0 0 0

91.1%

水稲
101.8%
大豆
100.8%
そば
70.7%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。
なお、そばは、８月か
ら９月にかけての多雨
のため生育不順となり
生産量が減少した。

放射性物
質の吸収
抑制対策

小滝化学肥
料低減研究
会

7,437,235 7,437,235 0 0 0

94.0%

水稲
101.6%
大豆
102.6%
そば
77.8%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。
なお、そばは、８月か
ら９月にかけての多雨
のため生育不順となり
生産量が減少した。



放射性物
質の吸収
抑制対策

植竹虎太商
店農産物受
検組合

水稲
2,578.5t

水稲
2,561t

塩化加里(14kg)
51,700kg
塩化加里(28kg)
23,660kg

水稲
2,578.5t

塩化加里(14kg)
52,080kg
塩化加里(28kg)
23,840kg

7,950,480 7,950,480 0 0 0 99.3%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

水稲
1,108.8t

水稲
1,136t

塩化加里(14kg)
27,200kg
塩化加里(28kg)
380kg

水稲
1,108.8t

塩化加里(14kg)
27,200kg
塩化加里(28kg)
380kg

大豆
4.9t

大豆
5.238t

硫酸加里(61kg)
1,640kg

大豆
4.9t

硫酸加里(61kg)
1,640kg

そば
2.1t

そば
1.566t

塩化加里(28kg)
800kg

そば
2.1t

塩化加里(28kg)
800kg

水稲
263t

水稲
265t

塩化加里(14kg)
6,260kg

水稲
263t

塩化加里(14kg)
6,420kg

そば
25.1t

そば
19.60t

塩化加里(28kg)
9,620kg

そば
25.1t

塩化加里(28kg)
9,620kg

放射性物
質の吸収
抑制対策

那須塩原農
産研究会

水稲
1,820.8t

水稲
1,850t

塩化加里(14kg)
43,120kg
塩化加里(28kg)
3,140kg

水稲
1,820.8t

塩化加里(14kg)
43,460kg
塩化加里(28kg)
3,140kg

5,088,600 5,088,600 0 0 0 101.6%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

水稲
528.4t

水稲
528t

塩化加里(14kg)
12,820kg

水稲
528.4t

塩化加里(14kg)
13,100kg

そば
0.08t

そば
0.059t

塩化加里(28kg)
40kg

そば
0.08t

塩化加里(28kg)
40kg

放射性物
質の吸収
抑制対策

平山三志商
店土壌研究
会

水稲
288.3t

水稲
291t

塩化加里(14kg)
7,060kg

水稲
288.3t

塩化加里(14kg)
7,100kg

871,910 871,910 0 0 0 100.9%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

水稲
1,211.41t

水稲
1,241t

塩化加里(14kg)
29,860kg

水稲
1,211.41t

塩化加里(14kg)
29,860kg

大豆
29.02t

大豆
30t

硫酸加里(61kg)
9,680kg

大豆
29.02t

硫酸加里(61kg)
9,680kg

そば
0.05t

そば
0.037t

塩化加里(28kg)
20kg

そば
0.05t

塩化加里(28kg)
20kg

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

おおむね目標は達成
されており、放射性物
質の吸収抑制対策を
徹底したことにより、基
準値である100Bq/kg
を超えることなく、生
産された農産物は全
量出荷、販売すること
ができたことから、十
分効果が発揮された
と考えている。
なお、そばの生産が
減少したのは、放射
性物質による影響や
事業効果とは関係な
く、生育中の降雨によ
る影響であり、営農は
継続されている。
今後も持続的に生産
活動を行えるよう市及
び事業実施主体と連
絡調整していく。

放射性物
質の吸収
抑制対策

栃木県農作
物環境研究
会

3,188,633 3,188,633 0 0 0

94.7%

水稲
102.5%
大豆
106.9%
そば
74.6%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。
なお、そばは、８月か
ら９月にかけての多雨
のため生育不順となり
生産量が減少した。

放射性物
質の吸収
抑制対策

栃木食と農
研究会

1,667,400 1,667,400 0 0 0

89.5%

水稲
100.8%
そば
78.1%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。
なお、そばは、８月か
ら９月にかけての多雨
のため生育不順となり
生産量が減少した。

放射性物
質の吸収
抑制対策

蛭畑肥料受
検組合

1,588,210 1,588,210 0 0 0

86.9%

水稲
99.9%
そば
73.8%

放射性物
質の吸収
抑制対策

東那須野肥
料合資会社
農産物受検
組合

4,550,260 4,550,260 0 0 0

93.3%

水稲
102.4%
大豆
103.4%
そば
74.0%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。
なお、そばは、８月か
ら９月にかけての多雨
のため生育不順となり
生産量が減少した。

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。
なお、そばは、８月か
ら９月にかけての多雨
のため生育不順となり
生産量が減少した。



放射性物
質の吸収
抑制対策

平山勇商店
土壌研究会

水稲
408.03ｔ

水稲
414t

塩化加里(14kg)
10,080㎏

水稲
408.03ｔ

塩化加里(14kg)
10,080㎏

1,415,232 1,415,232 0 0 0 101.5%

本事業により加里質
肥料を施用した結
果、基準値を超過し
なかったため、被災前
同様全量出荷でき
た。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

水稲
1,927t

水稲
1944t

塩化加里(14kg)
46,040㎏

水稲
1,927t

塩化加里(14kg)
46,240㎏

大豆
65ｔ

大豆
66t

硫酸加里(61kg)
18,820㎏

大豆
65ｔ

硫酸加里(61kg)
18,820㎏

放射性物
質の吸収
抑制対策

ミネラル米研
究会

水稲
721ｔ

水稲
721t

塩化加里(14kg)
16,860㎏

水稲
721ｔ

塩化加里(14kg)
17,380㎏

1,745,010 1,745,010 0 0 0 100.0%

放射性物質の吸収抑
制対策として塩化加
里を施用。放射性セ
シウムの基準値を超
えなかったため、被災
前同様、出荷販売可
能となった。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

水稲
982.3ｔ

水稲
984.0ｔ

塩化加里(14kg)
4,520kg
塩化加里(28kg)
41,500kg

水稲
982.3ｔ

塩化加里(14kg)
4,520kg
塩化加里(28kg)
41,500kg

大豆
14.04t

大豆
14.5ｔ

硫酸加里(61kg)
4,820kg

大豆
14.04t

硫酸加里(61kg)
4,820kg

水稲
1,524ｔ

水稲
1,525.4ｔ

塩化加里(14kg)
4,940㎏
塩化加里(28kg)
68,880kg

水稲
1,524ｔ

塩化加里(14kg)
4,940㎏
塩化加里(28kg)
68,880kg

そば
0.4ｔ

そば
0.5ｔ

塩化加里(28kg)
220㎏

そば
0.4ｔ

塩化加里(28kg)
220㎏

放射性物
質の吸収
抑制対策
（牧草
地）

鹿沼市 牧草地利用面
積
9ha
（放射性セシ
ウム濃度
475.4Bq/kgに
より、利用自
粛）

牧草地利用可
能面積
9ha

 12.5～
 66.7Bq/㎏

事業実施面積
9ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下

牧草地利用面
積
9ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

対象面積
9ha

172,960 172,960 0 0 0 100.0% 　当該事業の実施
により放射性物質
の牧草への移行低
減が図られ、9ha
の利用が可能と
なった。

　目標は達成され
たものと認められ
る。

牧草地利用面
積
56ha
（放射性セシ
ウム濃度
678Bq/kgによ
り、利用自
粛）

牧草地利用可
能面積
54.57ha

･54.57ha
 8～64Bq/㎏
･1.48ha
 107～
 140Bq/㎏

事業実施面積
56.05ha

放射性物質の移
行の低減を図る
低吸収品目・品
種等への転換
（反転耕、深
耕、肥料散布、
播種、石礫除去
等）

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下

牧草地利用面
積
56ha

放射性物質の移
行の低減を図る
低吸収品目・品
種等への転換
（反転耕、深
耕、肥料散布、
播種、石礫除去
等）

対象面積
56ha

76,108,680 70,471,000 0 0 5,637,680 97.4% 　事業実施により
牧草が暫定許容値
を下回り、
54.57haの利用が
可能となった。
　しかし、急傾斜
条件の一部牧区で
は、降雨等による
土壌中交換性加里
濃度の低下等によ
り、牧草が暫定許
容値を超過した。
　このため、29年
度本交付金事業に
よる加里施肥等に
より利用回復を
図っている。

　暫定許容値を超
過する牧区が発生
したため目標達成
できなかったが、
29年度、本交付金
事業による加里質
肥料施用、及び実
施主体による適正
な肥培管理を継続
することで、牧草
の利用回復が図ら
れる見込みであ
る。

牧草地利用面
積
61.84ha
（放射性セシ
ウム濃度
678Bq/kgによ
り、利用自
粛）

牧草地利用可
能面積
61.84ha

 ND～65Bq/㎏

事業実施面積
61.84ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下

牧草地利用面
積
61.84ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

対象面積
61.84ha

1,699,736 1,573,830 0 0 125,906 100.0% 　当該事業の実施
により放射性物質
の牧草への移行低
減が図られ、
61.84haの利用が
可能となった。

　目標は達成され
たものと認められ
る。

放射性物
質の吸収
抑制対策
（牧草
地）

矢板市 牧草地利用面
積
28ha
（放射性セシ
ウム濃度
110Bq/kgによ
り、利用自
粛）

牧草地利用可
能面積
28ha

 ND～58Bq/㎏

事業実施面積
28ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下

牧草地利用面
積
28ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

対象面積
28ha

1,213,700 1,213,700 0 0 0 100.0% 　当該事業の実施
により放射性物質
の牧草への移行低
減が図られ、28ha
の利用が可能と
なった。

　目標は達成され
たものと認められ
る。

放射性物
質の吸収
抑制対策
（牧草
地）

栃木県 牧草地利用面
積
37.4ha
（放射性セシ
ウム濃度
713Bq/kgによ
り、利用自
粛）

牧草地利用可
能面積
37.4ha

 ND～24Bq/㎏

事業実施面積
37.4ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下

牧草地利用面
積
37.4ha

放射性物質の吸
収抑制対策
・加里質肥料の
施用

対象面積
37.4ha

1,251,952 1,251,952 0 0 0 100.0% 　当該事業の実施
により放射性物質
の牧草への移行低
減が図られ、
37.4haの利用が可
能となった。

　目標は達成され
たものと認められ
る。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい
る。

放射性物質の吸収抑
制対策を徹底したこと
により、基準値である
100Bq/kgを超えること
なく、生産された農産
物は全量出荷、販売
することができたこと
から、十分効果が発
揮されたと考えてい

る。

0
放射性物
質の吸収
抑制対策

マルワ農産
物生産組合

8,343,440 8,343,440 0 0

放射性物
質の吸収
抑制対策

トモエ肥料
研究会

5,520,040 5,520,040 0 0

112.6%

水稲
100.1%
そば
125.0%

水稲等にカリ肥料を
施用することにより、
放射性セシウムの基
準値を超過しなかっ
たため、被災前同様
に全量出荷販売する
ことができた。

101.2%

水稲
100.9%
大豆
101.5%

放射性物質の吸収抑
制対策として塩化加
里、硫酸加里を施用。
放射性セシウムの基
準値を超えなかった
ため、被災前同様、出
荷販売可能となった。

0

101.8%

水稲
100.2%
大豆
103.3%

水稲等にカリ肥料を
施用することにより、
放射性セシウムの基
準値を超過しなかっ
たため、被災前同様
に全量出荷販売する
ことができた。

放射性物
質の吸収
抑制対策

桝屋商店研
究会

7,596,504 7,596,504 0 0 0

放射性物
質の吸収
抑制対策
（牧草
地）

栃木県酪農
業協同組合



放射性物
質の吸収
抑制対策
（牧草
地）

那須町 牧草地利用面
積
8.5ha
（放射性セシ
ウム濃度
211.1Bq/kgに
より、利用自
粛）

牧草地利用可
能面積
8.5ha

 ND

事業実施面積
8.5ha

放射性物質の移
行の低減を図る
低吸収品目・品
種等への転換
（反転耕、深
耕、肥料散布、
播種、石礫除去
等）

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下

牧草地利用面
積
8.5ha

放射性物質の移
行の低減を図る
低吸収品目・品
種等への転換
（反転耕、深
耕、肥料散布、
播種、石礫除去
等）

対象面積
8.5ha

13,367,160 13,367,160 0 0 0 100.0% 　当該事業の実施
により放射性物質
の牧草への移行低
減が図られ、
8.5haの利用が可
能となった。

　目標は達成され
たものと認められ
る。

家畜改良
体制再構
築支援

塩野谷農業
協同組合

平成22年12月
1,530頭

平成28年12月
1,548頭

高能力種畜の導
入（肉専用種雌
牛）30頭

1,530頭 高能力種畜の導
入（肉専用種雌
牛）30頭

23,517,529 1,666,680 1,111,140 0 20,739,709 101.2% 　前年度に続き増
頭意欲のある後継
者、酪農から繁殖
和牛への経営転換
の農家を中心に増
頭が図られてお
り、震災前の飼養
頭数以上に戻り事
業の成果は認めら
れた。

　目標は達成され
たものと認められ
る。

家畜改良
体制再構
築支援

那須南農業
協同組合

平成22年12月
1,582頭

平成28年12月
1,476頭

・高能力種畜の
導入（肉専用種
雌牛）10頭
・高能力種畜の
受精卵導入6個

1,582頭 ・高能力種畜の
導入（肉専用種
雌牛）10頭
・高能力種畜の
受精卵導入20個

7,694,445 721,060 370,380 0 6,603,005 93.3% 　高齢化による廃
業など担い手不
足、大型農家の増
頭意欲減退、子牛
価格の異常高騰
(販売促進）など
から頭数が目標値
まで回復していな
いが、優良繁殖雌
牛が導入されたこ
とにより、資質向
上が図られた。

　廃業や子牛価格
における異常高騰
の影響により、被
災前の状態まで回
復しなかったが、
概ね目標は達成さ
れたものと認めら
れる。

家畜改良
体制再構
築支援

那須野農業
協同組合

平成22年12月
6,611頭

平成28年12月
6,164頭

高能力種畜の導
入（肉専用種雌
牛）60頭

6,611頭 ・高能力種畜の
導入（肉専用種
雌牛）60頭

42,278,493 3,333,360 2,222,280 0 36,722,853 93.2% 　子牛価格の高騰
や市場出荷頭数の
減少により、計画
通りに繁殖用雌牛
の導入が進まな
い。
今後も和牛繁殖基
盤の維持、強化の
ために優良な繁殖
雌牛を導入してい
く。

　子牛価格におけ
る異常高騰の影響
により、被災前の
状態まで回復しな
かったが、概ね目
標は達成されたも
のと認められる。

牧草地利用可
能面積
4.44ha

 62Bq/㎏

事業実施面積
4.44ha

公共牧場再生利
用モデル実証；
無線トラクター
等を用いた急傾
斜地における放
射性物質の吸収
抑制の取組を実
施。

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下
牧草地利用面
積
4.44ha

無線トラクター
等を用いた急傾
斜地における放
射性物質の吸収
抑制の取組（反
転耕、深耕、肥
料散布、播種、
石礫除去等）

対象面積
4.44ha

14,985,000 13,875,000 0 0 1,110,000 100%

牧草地利用可
能面積
1.0ha

 98Bq/kg

事業実施面積
1.0ha

公共牧場再生利
用推進；
検討会議等実施
により放射性物
質の吸収抑制方
法を確立。

放射性セシウ
ム濃度
100Bq/kg以下
牧草地利用面
積
1.0ha

検討会議で方法
検討、実施、検
証

対象面積
1.0ha

3,375,000 3,125,000 0 0 250,000 100%

- - - - 489,018,277 410,852,284 3,703,800 0 74,462,193 - - -

　目標は達成され
たものと認められ
る。

公共牧場
再生利用
推進事業

栃木県酪農
業協同組合

牧草地利用面
積
5.44ha
（放射性セシ
ウム濃度
678Bq/kgによ
り、利用自
粛）

　急傾斜地におけ
る吸収抑制の取組
を実施する牧草地
の牧草放射性セシ
ウム濃度が、H28
年産牧草において
100Bq/kgを超過さ
せず、牧草地
5.44haの利用が回
復した。


